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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (千円) 3,712,353 3,018,924 2,478,719 2,494,562 2,695,179

経常利益又は経常損失

（△）
(千円) △274,670 △682,666 △929,962 △544,896 79,947

当期純利益又は当期純損失

（△）
(千円) △282,226 △699,921 △1,368,722 △376,820 167,574

包括利益 (千円) △380,962 △556,398 △1,297,415 △348,101 150,285

純資産額 (千円) 5,211,697 4,613,363 3,282,317 2,933,981 2,915,212

総資産額 (千円) 7,427,756 6,668,375 4,663,217 3,971,118 3,705,019

１株当たり純資産額 （円） 1,251.91 1,108.41 788.84 705.30 824.42

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△）
（円） △67.78 △168.14 △328.90 △90.57 44.32

潜在株式調整後1株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 70.2 69.2 70.4 73.9 78.7

自己資本利益率 （％） － － － － 5.73

株価収益率 （倍） － － － － 8.75

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) 120,213 △590,314 △1,211,215 △546,120 △125,981

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) △68,507 608,531 944,702 875,228 422,487

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(千円) △167,817 △247,867 △218,547 △62,814 △169,998

現金及び現金同等物の期末

残高
(千円) 920,852 687,330 205,302 495,193 645,586

従業員数
(人)

234 224 151 102 80

（外、平均臨時雇用者数） (36) (38) (34) (14) (6)

　（注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．第60期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．従業員数は、就業人員数を表示しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 (千円) 3,345,645 2,709,851 2,067,004 2,089,830 2,005,383

経常利益又は経常損失

（△）
(千円) △259,756 △627,372 △833,049 △485,913 23,841

当期純利益又は当期純損失

（△）
(千円) △277,055 △90,111 △1,288,912 △534,625 125,797

資本金 (千円) 1,163,233 1,163,233 1,163,233 1,163,233 1,163,233

発行済株式総数 (株) 4,191,801 4,191,801 4,191,801 4,191,801 4,191,801

純資産額 (千円) 4,841,547 4,720,981 3,443,654 2,891,454 2,811,128

総資産額 (千円) 7,039,077 6,738,096 4,747,084 3,825,334 3,602,948

１株当たり純資産額 (円) 1,162.99 1,134.27 827.62 695.07 794.98

１株当たり配当額

(円)

10.00 8.00 － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

当期純損失（△）
(円) △66.54 △21.65 △309.73 △128.50 33.27

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 68.8 70.1 72.5 75.6 78.0

自己資本利益率 (％) － － － － 4.41

株価収益率 (倍) － － － － 11.66

配当性向 (％) － － － － －

従業員数
(人)

223 214 141 95 71

（外、平均臨時雇用者数） (31) (32) (28) (9) (1)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．第60期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２【沿革】

昭和29年５月　大松電気株式会社を東京都目黒区に設立。

昭和35年８月　横浜市港北区の現住所に本社を移転、本社工場を設置。

昭和41年５月　社名を商標と一致させるためにリーダー電子株式会社に商号変更。

また、英文名もLEADER ELECTRONICS CORPORATIONに統一。

昭和44年９月　現地法人リーダー・インスツルメンツ・コーポレーションをアメリカ、ニューヨーク市に設立。

昭和55年７月　現地法人リーダー・インスツルメンツ・ホンコン・リミテッドを香港に設立。

平成元年４月　オーエムメタル株式会社を吸収合併。

平成元年12月　現地法人リーダー・インスツルメンツ・ヨーロッパ・リミテッドをイギリス、ロンドン郊外に設

立。

平成３年11月　日本証券業協会店頭登録銘柄として売買開始。

平成６年３月　現地法人リーダー・インスツルメンツ・アジア・プライベート・リミテッドをシンガポールに設

立。

平成６年６月　現地法人リーダー・インスツルメンツ・アジア・マレーシア・センドリアン・ベルハッドをマレー

シア、クアラルンプール市に設立。

平成７年７月　リーダー上海テクニカルサービスセンターを中国、上海市に開設。

平成８年１月　横浜市港北区に本社工場を移転。

平成11年10月　現地法人リーダー・インスツルメンツ・ヨーロッパ・リミテッドを解散。

平成12年10月　現地法人リーダー・インスツルメンツ・コーポレーションをアメリカ、ロサンゼルスに集約。

平成13年３月　有限会社ミレーテックを吸収合併。

平成14年３月　現地法人リーダー・インスツルメンツ・アジア・プライベート・リミテッド（シンガポール法人）

を解散。

平成15年６月　株式会社ケンウッド　ティー・エム・アイからデジタル放送関連計測器事業の一部を譲受。

平成15年７月　現地法人リーダー・インスツルメンツ・アジア・マレーシア・センドリアン・ベルハッド（マレー

シア法人）を解散。

平成16年12月　日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年２月　本社社屋を建て替え、本社機能に加え研究施設を統合。

平成20年３月　石川県能美市に金沢テクノセンターを開設。

平成22年４月　ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現　大阪

証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場。

平成24年３月　現地法人リーダー・インスツルメンツ・ホンコン・リミテッドを解散。

平成24年12月　現地法人佳隆利宜達（北京）電子貿易有限公司を中国北京市に設立。

平成25年７月　東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に

上場。

平成25年11月　本社工場を本社社屋に移転。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び関係会社）は、当社（リーダー電子株式会社）、連結子会社２社より構成されておりま

す。当社グループは、電気計測器の専門メーカーであり、特にテレビ、映画等の高精細画像をはじめとする映像関連

分野を得意とし、放送局向け計測器、民生電子機器メーカーの生産用自動化・省力化計測器やメンテナンス用の計測

器など、多岐にわたる電気計測器の開発と製造、販売を主な事業としております。

　特に放送局のデジタル化と映画産業の超高精細画像化の急速な進展に対応した最先端のデジタル技術による製品に

注力いたしております。

　このように当社グループの事業内容は、電気計測器の開発と製造、販売であり、単一セグメントに基づいておりま

すために、セグメント情報を開示しておりません。

　これに代わる品目別の主な製品を示すと次のとおりであります。

(1）ビデオ関連機器

　映像信号に関連した業務用ビデオ、民生用ビデオ、ＨＤＴＶ用機器等。

　主要な製品は、映像信号発生器、ＨＤＴＶ用信号発生器、波形モニター、ベクトルスコープ、ディスプレイ用信

号発生器、地上デジタル放送用変調器／受信機等であります。

(2）電波関連機器

　高周波信号発生器、テレビ電界強度計及び電子部品の特性試験用機器等。

　主要な製品は、標準信号発生器、テレビ電界強度計、テレビチューナー自動検査装置等であります。

(3）その他

　ＤＶＤ関連の計測器、各企業の研究所・技術開発部門・製造部門・電気的な機器のサービス部門・学校などで使

用されている基本計測器及び修理、部品等。

　主要な製品は、オシロスコープ、オーディオ関連計測器、ＢＤ／ＤＶＤ／ＣＤ等の光ディスク関連計測機器等で

あります。
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［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な事業の
内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

リーダー・インスツルメン

ツ・コーポレーション

（注）１、３

米国 1,800千米ドル
電気計測器の

販売
100

当社の製品を主に米国を中

心に販売しております。

役員の兼任があります。

佳隆利宜達（北京）電子

貿易有限公司（注）４
中国 315千米ドル

電気計測器の

販売
100

当社の製品を中国で販売し

ております。

役員の兼任があります。

　（注）１．特定子会社に該当します。

２．上記連結子会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。

３．リーダー・インスツルメンツ・コーポレーションについては、売上高の連結売上高に占める割合が100分の

10を超えております。

主要な損益情報等 (1）売上高 757,624千円

 (2）経常利益 1,890千円

 (3）当期純利益 3,258千円

 (4）純資産額 93,552千円

 (5）総資産額 185,878千円

４．佳隆利宜達（北京）電子貿易有限公司については、売上高の連結売上高に占める割合が100分の10を超えて

おります。

主要な損益情報等 (1）売上高 311,765千円

 (2）経常利益 61,231千円

 (3）当期純利益 46,200千円

 (4）純資産額 128,117千円

 (5）総資産額 137,124千円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　「第１　企業の概況　３．事業の内容」に記載のとおりセグメント情報を記載していないため、当社グループ従業

員の合計数で記載しております。

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 80（6）

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（契約社員、嘱託、パートタイマー）は、年間の平均人員を（　）

内に外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

71（1） 42才  9カ月 17年  4カ月 5,055,928

　（注）１．従業員数が前事業年度末に比べ24名減少しておりますが、その主な理由は、ファブレス化の実施によるもの

であります。

２．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（契約社員）は、年間の平均人員を（　）内に外数で記載して

おります。

３．平均年間給与は基準外賃金及び賞与を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　提出会社の労働組合はリーダー電子労働組合と称し平成27年３月31日現在における組合員数は26人で全日本電

機・電子・情報関連産業労働組合連合会（神奈川地方協議会）に加盟しております。

　なお、労使関係は、極めて安定しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度における世界経済は、米国では住宅市場や雇用の改善が進むなど緩やかな景気の回復傾向が続

き、また欧州においても、景気下振れのリスクを抱えつつも、全体的に景気持ち直しの動きが続いております。

　中国を中心とした新興国におきましては、先進国経済の影響による輸出減や個人消費の低迷により成長率が鈍化

しており、厳しい状況が続いております。

　わが国経済におきましては、政府主導による経済政策を背景に、緩やかな景気の回復傾向が続いているものの、

原材料価格の上昇などの影響による景気下振れも懸念されております。

　このような経済環境の中、当社グループが関連する業界におきましては、民生機器をはじめとした電子機器のデ

ジタル化の進展、地デジ対応需要の一巡などにより成熟化が進んでおります。また、企業の設備投資に対する姿勢

は依然として慎重であることから、電波関連機器をはじめ、民生家電及びＤＶＤ・ブルーレイディスク関連などの

生産設備で全般的に設備投資が縮小されました。しかしながら、４Ｋ映像フォーマット対応関連設備などを中心

に、ビデオ関連機器が堅調に推移したことにより売上は増加いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は2,695百万円（前年同期比8.0％増）、経常利益79百万円（前年同期は

544百万円の経常損失）となりました。

　当期純利益につきましては、投資有価証券の売却による売却益168百万円、生産合理化に伴う事業構造改善費用

55百万円を計上した結果、167百万円（前年同期は376百万円の当期純損失）となりました。

　セグメントの業績につきましては、当社グループの事業が電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメン

トであるため、記載を省略しております。

　これに代わる売上高の品目別内訳及び地域別内訳は次のとおりであります。

＜品目別内訳＞

①　ビデオ関連機器

　国内では４Ｋ映像フォーマット対応関連設備など、海外では主力の放送関連設備が堅調に推移したことに加

え、円安の影響もあり、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は2,286百万円（前年同期比29.2％増）となりました。

②　電波関連機器

　テレビの電界強度測定器及びデジタル放送関連の生産設備で需要が停滞し、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は184百万円（同34.1％減）となりました。

③　その他

　ＤＶＤ・ブルーレイディスク関連などの生産設備で全般的に設備投資が縮小され、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は224百万円（同49.7％減）となりました。

＜地域別内訳＞

①　日本

　日本国内におきましては、政府主導による経済政策を背景に、緩やかな景気の回復傾向が続いているものの、

原材料価格の上昇などの影響による景気下振れも懸念されております。

　このような状況の中、当社グループが関連する業界におきましては、４Ｋ映像フォーマット対応関連設備など

で動きが見られたものの、企業の設備投資に対する姿勢は依然として慎重であることから、電波関連機器をはじ

め、民生家電などの生産設備で全般的に設備投資が縮小され、売上は減少いたしました。

　この結果、売上高は1,520百万円（同4.3％減）となりました。

②　北米・中南米

　北米・中南米におきましては、主力の放送関連設備の需要が好調に推移したことに加え、円安の影響もあり、

売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は683百万円（同39.2％増）となりました。

③　アジア

　アジアにおきましては、中国を中心に主力の放送関連設備の需要が好調に推移したことに加え、円安の影響も

あり、売上は増加いたしました。

　この結果、売上高は416百万円（同23.4％増）となりました。

④　その他

　欧州におきましては、放送関連設備の需要が停滞し、売上はわずかに減少いたしました。

　この結果、売上高は75百万円（同2.1％減）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ150百万円

増加して、645百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は125百万円（前年同期比76.9％減）となりました。

　これは主に税金等調整前当期純利益190百万円、たな卸資産の減少による資金の増加160百万円があったものの、

投資有価証券売却損益168百万円、退職給付に係る負債の減少114百万円による資金減少があったことなどによるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は422百万円（前年同期比51.7％減）となりました。

　これは主に定期預金の払戻による収入300百万円、投資有価証券の売却による収入215百万円があったことなどに

よるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は169百万円（前年同期比170.6％増）となりました。

　これは主に自己株式の取得による支出169百万円などによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　「第１　企業の概況　３．事業の内容」に記載のとおり、セグメント情報を記載していないため、品目別の生産実

績、製品仕入実績及び販売実績を示すと、次のとおりであります。

(1）生産実績

品目

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

ビデオ関連機器 1,404,369 111.8

電波関連機器 141,596 57.6

その他 164,803 37.0

合計 1,710,770 87.8

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）製品仕入実績

品目

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

ビデオ関連機器 560,566 196.7

電波関連機器 45,137 102.6

その他 101,960 86.9

合計 707,663 158.6

　（注）１．金額は仕入価格で表示しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(4）販売実績

品目

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

ビデオ関連機器 2,286,748 129.2

電波関連機器 184,129 65.9

その他 224,301 50.3

合計 2,695,179 108.0

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループが関連する業界におきましては、国内では設備投資などの需要停滞により、厳しい環境が続くと思

われますが、放送分野につきましては、これまで見送られてきました設備の更新が見込まれます。北米・中南米、

アジアなどにおきましても、世界的なデジタルテレビ放送の普及による放送関連の設備で、新規需要を見込んでは

おりますが、全般的には厳しい状況が続くものと考えられます。このような状況において、当社グループの経営陣

は、市場の変化に柔軟に対応して健全な利益を確保できる企業体質を確立するため、以下の施策に継続して取り組

んでまいります。

　①　営業面では、デジタル放送の世界的な展開に即応できるよう、国内はもとより北米・中南米、アジア、欧州を

含めたグローバルな販売体制を強化していくとともに、映像処理技術を活かして新市場への展開をはかってまい

ります。

　②　開発面では、得意とする映像関連分野において、デジタル化及び超高精細画像化の急速な進展に対し、最先端

のデジタル技術で適切に対応できるよう、研究開発への投資を維持し、さらに開発体制の効率化をはかってまい

ります。

　③　生産面では、生産性の向上をはかるため、効率を追求した工程設計とアウトソーシング先の技術力強化を進め

るとともに、原価低減とより一層の納期短縮、品質の確保を目指し、顧客満足を追求してまいります。

　④　資金面では、翌連結会計年度を通じて必要な資金は、すでに当社グループの手元資金で確保しておりますが、

これに加えて資産の効率的な活用をさらに促進してまいります。

　⑤　グローバル企業として社会的責任を果たすため、内部管理体制を強化し、コンプライアンスの徹底と環境保全

活動の推進をはかってまいります。

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）経済状況について

　当社グループは、デジタル放送市場とマルチメディア関連市場に特化して電気計測器の開発と製造、販売をして

おります。放送用からテレビセットの生産用計測器だけでなく、テレビ電波の計測器、ＢＤ／ＤＶＤ／ＣＤ等の記

録メディア計測器、カメラテストシステム等、特化した市場に幅広く製品を展開し、市場の動向に対してリスク

ヘッジをしております。

(2）技術開発力について

　当社グループは、ますます高度化するデジタル技術に対応するため、引き続き開発設備等の拡充強化策を実施し

ております。

　さらに、技術力を保持するため技術者の確保、育成をはかっております。

(3）生産体制について

　当社は、経営資源を技術開発、販売及び品質管理に集中させるため、生産を外部に委託するファブレスメーカー

の事業形態を構築しております。なお、当社の製品は委託先の特殊な製造技術に依存するものではなく、一般的な

製造技術で生産が可能であり、また製品固有の技術及びノウハウは全て当社で管理しているため、生産委託先の経

営悪化、生産能力及び品質問題の発生等により生産委託が不可能となった場合においても、他の製造会社への移管

は可能であると考えております。

　しかしながら、代替委託先を迅速に手当できない、あるいは移管完了までに長期間を要した場合等には、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4）製品の欠陥について

　当社は、ＩＳＯ９００１による品質マネジメントシステムを適正に運用し、欠陥のない製品作りを行っておりま

す。また、欠陥の発生に際しましては原因の追及、迅速な対応に加え、他製品への水平展開を行うなどのリスク

ヘッジをしております。

(5）為替変動について

　連結する子会社の現地通貨建て財務諸表の各項目は、円換算時の為替レートの変動の影響を受ける可能性があり

ます。また、地域、顧客によっては外貨建て取引を行っているため、為替変動による影響を受ける可能性がありま

す。

(6）安全保障輸出管理体制について

　当社製品の一部に安全保障輸出管理規制の対象となるものがあります。そのため、当社は経済産業省に届け出て

いる安全保障輸出管理規程に沿って輸出管理を行い、経済産業省の検査にも疑義のないレベルを維持しておりま

す。

EDINET提出書類

リーダー電子株式会社(E02005)

有価証券報告書

12/66



(7）投資有価証券について

　当社グループは、投資有価証券を保有しておりますが、株価の下落あるいは投資先の業績不振等により評価損が

発生した場合は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(8）固定資産の減損について

　固定資産の減損会計基準の対象となる資産又は資産グループについて減損損失を認識すべきであると判定した場

合には、当該資産又は資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額することとなり、当社グループの業績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当連結会計年度は、引き続き当社の得意とするデジタル放送市場、放送関連市場、マルチメディア関連市場に対応

する新製品、新技術の開発に傾注いたしました。

　デジタル放送市場に対しては、スーパーハイビジョン（８Ｋ）の送信・受信に関わる技術の研究を行い、次世代放

送に向けた基礎技術を向上させました。

　放送関連市場に対しては、一部で放送が始まり普及が加速すると期待される４Ｋ放送で使用される設備に対応し

た、４Ｋ波形モニターの新機能「色度図表示」などの機能向上に注力して、新たな需要を獲得しております。

　また、新製品として番組製作現場のビデオエンジニア向けに、操作性の向上や小型軽量化を実現したラスタライ

ザーを開発し、2015年度の発売を予定しております。

　さらに、番組などコンテンツの品質評価を目的とした新発想のハイブリットＱＣソフトウェアの開発・販売を開始

いたしました。

　マルチメディア関連市場におきましては、従来のカメラ検査装置をベースに、映像評価を中心にしたソフトウェア

や、カメラの組立、検査をほぼ自動で行える自動機など、顧客要求を柔軟に受け入れて対応し販売実績につなげまし

た。

　これらの研究開発活動に対しまして、334百万円を投資いたしました。

　なお、連結子会社におきましては、研究開発活動は行っておりません。

　セグメントごとの研究開発活動につきましては、当社グループの事業が電気計測器の開発と製造、販売を行う単一

セグメントに基づいておりますために、開示しておりません。

　これに代わる品目別の研究開発活動につきましても、その活動が品目別に相互に交錯しているため、品目別に分離

して記述しておりません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の分析

（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ129百万円減少して、2,941百万円となり

ました。

　減少した主なものは、現金及び預金の減少額99百万円であります。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べ136百万円減少して、763百万円となりま

した。

　減少した主なものは、投資有価証券の減少額73百万円であります。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ114百万円減少して、265百万円となりま

した。

　減少した主なものは、未払費用の減少額32百万円であります。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べ133百万円減少して、524百万円となりま

した。

　減少した主なものは、退職給付に係る負債の減少額114百万円であります。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産の残高は、2,915百万円となりました。

(2）経営成績の分析

　当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度に比べ200百万増加して、2,695百万円となりました。また、

売上総利益は320百万円増加して、1,254百万円となりました。

　販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ303百万円減少して、1,200百万円となりました。

　これらの結果、営業利益は53百万円となりました。

　営業外収益は、前連結会計年度に比べ０百万円減少して28百万円、営業外費用は２百万円減少して２百万円とな

りました。

　法人税、住民税及び事業税は21百万円となりました。

　以上の結果、当期純利益は167百万円となりました。

(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、現金及び現金同等物が前連結会計年度末に比べて150百万円増加し、当連結会計年

度末には645百万円となりました。

　なお、キャッシュ・フローの詳細は「第２　事業の状況、１　業績等の概要、(2)キャッシュ・フロー」に記載

のとおりであります。

(4）経営者の問題意識と今後の方針について

　「第２　事業の状況　３．対処すべき課題」に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は、12百万円であります。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は次のとおりであります。

　なお、「第１　企業の概況　３．事業の内容」に記載のとおり、セグメント情報を記載していないため、主要な設

備の状況についてもセグメントに関連付けて開示しておりません。

(1）提出会社

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

機械装置
及び運搬
具(千円)

土地
（千円）
(面積㎡)

リース
資産
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

(横浜市港北区)

研究施設・

統括業務施設・

電気計測器生産

設備・販売設備

525,255 389
12,420

(1,674.44)
583 17,515 556,164 65

（注）帳簿価額「その他」は、工具、器具備品及び建設仮勘定であります。金額には消費税等を含めておりません。

(2）海外子会社

　リーダー・インスツルメンツ・コーポレーション及び佳隆利宜達（北京）電子貿易有限公司につきましては、重

要性が乏しいため記載を省略しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　平成27年３月31日現在の設備計画は次のとおりであります。

　なお、「第１　企業の概況　３．事業の内容」に記載のとおり、セグメント情報を記載していないため、主要な設

備の状況についてもセグメントに関連付けて開示しておりません。

事業所名
（所在地）

設備の内容
投資予算額（千円）

資金調達
方法

着手年月 完成予定年月
完成後の
増加能力

総額 既支払額

当社開発部門

（横浜市港北区）

電気計測器の

新製品開発設備
34,245 － 自己資金 平成27年4月 平成28年3月 ４％増加

　（注）　上記金額には、消費税等は含めておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,010,434

計 12,010,434

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(平成27年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成27年６月29日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,191,801 4,191,801

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 4,191,801 4,191,801 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成13年３月22日

（注）
△489,566 4,191,801 △119,000 1,163,233 － 1,272,297

　（注）　有限会社ミレーテックとの合併により取得した自己株式の消却

（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 3 12 34 5 1 466 521 －

所有株式数

（単元）
－ 103 82 255 62 8 3,653 4,163 28,801

所有株式数の

割合（％）
－ 2.47 1.97 6.13 1.49 0.19 87.75 100.00 －

　（注）　自己株式655,719株は、「個人その他」に655単元及び「単元未満株式の状況」に719株を含めて記載しており

ます。
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（７）【大株主の状況】

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大松　正明 東京都世田谷区 566 13.50

後藤　明子 東京都目黒区 559 13.33

リーダー電子取引先持株会
神奈川県横浜市港北区綱島東二丁目６番33

号
229 5.46

歌川　勝久 東京都小金井市 101 2.40

第一商事株式会社
神奈川県横浜市西区みなとみらい二丁目２

番１号
90 2.15

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 66 1.58

岩村　要 埼玉県坂戸市 66 1.57

リーダー電子社員持株会
神奈川県横浜市港北区綱島東二丁目６番33

号
37 0.90

大坪　道夫 東京都小金井市 34 0.81

MORGAN STANLEY SMITH

BARNEY LLC CLIENTS FULLY

PAID SEG ACCOUNT

（常任代理人　シティバンク

銀行株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK, NY 10036 U.S.A.

 

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

32 0.76

計 － 1,781 42.50

　（注）１．上記のほか、当社保有の自己株式655千株があります。

２．前事業年度末において主要株主である筆頭株主であった大松道子氏は、当事業年度末現在においては主要株

主ではなくなり、大松正明氏が新たに主要株主である筆頭株主となりました。

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   655,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,508,000 3,508 －

単元未満株式 普通株式    28,801 － －

発行済株式総数 4,191,801 － －

総株主の議決権 － 3,508 －
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②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

リーダー電子株式会社
横浜市港北区綱島東

二丁目６番33号
655,000 － 655,000 15.63

計 － 655,000 － 655,000 15.63

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成26年８月21日）での決議状況
（取得期間 平成26年８月22日～平成26年８月22日）

650,000 176,150,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 623,000 168,833,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 27,000 7,317,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 4.2 4.2

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 4.2 4.2

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 849 222,047

当期間における取得自己株式 － －

　（注）　当期間における取得自己株式には平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

（ － ）
－ － － －

保有自己株式数 655,719 － 655,719 －

　（注）　当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日からこの有価証券報告書提出までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社の利益配分につきましては、今後の経営環境及び業績等を勘案しつつ株主還元を重視し、配当性向も考慮した

継続的な安定配当を行うことを基本といたしております。

　当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　剰余金の配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間配当につきましては取締役会であります。

　当事業年度の期末配当金につきましては、近年の業績を踏まえ、誠に遺憾ではありますが無配とさせていただきま

す。

　なお、内部留保された資金の使途につきましては、今後の事業の成長及び強化をはかるため研究開発を中心に有効

な投資をしてまいりたいと考えております。

　当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めてお

ります。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 570 440 300 280 433

最低（円） 352 292 235 212 228

　（注）　最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであり、平成22年10月
12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、平成25年７月16日より東京証
券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高（円） 281 267 270 289 321 433

最低（円） 238 245 249 258 258 288

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性　７名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役社

長
 北川　昇 昭和26年11月４日生

 
昭和45年４月 当社入社

平成14年４月 技術開発部長

平成15年６月 執行役員

 技術開発部長兼生産部長

平成17年４月 オプト推進本部長兼生産部長

平成19年４月 経営情報室長及びオプト推進

本部長、生産部担当

平成19年６月 取締役就任

平成24年４月 経営情報室長及び応用システ

ム本部長

平成24年12月 代表取締役社長就任（現任）
 

(注)３ 28

取締役 営業本部長 能島　通宣 昭和19年３月２日生

 
昭和44年３月 当社入社

平成10年４月 営業部参事

平成10年６月 常勤監査役就任

平成12年６月 取締役就任　営業部長

平成13年６月 常務取締役就任

平成15年６月 専務取締役就任　営業本部長

平成23年６月 任期満了により専務取締役を

退任

平成25年１月 顧問

営業本部長（現任）

平成25年６月 取締役就任（現任）
 

(注)３ 30

取締役 技術開発部長 髙木　良輔 昭和37年７月27日生

 
平成15年７月 当社入社

平成25年２月 技術開発部長（現任）

平成25年６月 執行役員

平成27年６月 取締役就任（現任）
 

(注)３ 5

取締役  長尾　行造 昭和47年４月５日生

 
平成９年４月 通商産業省（現経済産業省）

入省

平成13年４月 ブーズ・アレン・アンド・ハ

ミルトン株式会社（現プライ

スウォーターハウスクーパー

ス・ストラテジー株式会社）

入社

平成14年１月 株式会社コーポレイト　ディ

レクション入社

平成21年１月 同社パートナー

平成26年７月 当社顧問

平成27年６月 取締役就任（現任）
 

(注)３ －

常勤監査役  大杉　雅一 昭和32年９月23日生

 
昭和53年４月 当社入社

平成21年４月 品質保証部長

平成24年４月 執行役員

平成25年６月 品質保証部長兼生産部長

平成26年９月 経営企画室長兼品質保証部長

平成27年６月 常勤監査役就任（現任）
 

(注)４ 25

監査役  熱田　稔敬 昭和21年８月19日生

 
昭和47年４月 東京国税局入局

平成17年７月 新宿税務署長

平成18年７月 同署退職

平成18年８月 税理士登録

平成21年６月 当社監査役就任（現任）
 

(注)４ －

監査役  松本　浩一 昭和33年３月22日生

 
昭和60年６月 株式会社三広通信社入社

平成17年３月 同社取締役総務部長

平成17年６月 当社監査役就任（現任）

平成18年８月 株式会社三広通信社代表取締

役社長（現任）
 

(注)４ －

    計  88

　（注）１．取締役長尾行造氏は、社外取締役であります。

２．監査役熱田稔敬及び松本浩一は、社外監査役であります。
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３．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間。

４．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

５．当社は、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

６．当社は、法令に定める取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠取締

役１名を選任しております。補欠取締役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

澤　正広 昭和32年８月１日生

平成３年12月　当社入社

平成15年６月　リーダー・インスツルメンツ・コー

ポレーション取締役社長

平成24年４月　執行役員

　　　　　　　海外営業部長

平成25年４月　国内営業部長兼海外営業部長兼営業

管理部長

平成26年４月　リーダー・インスツルメンツ・コー

ポレーション取締役社長（現任）

1

７．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

橋本　美地子 昭和32年６月13日生

昭和59年４月 当社入社

平成22年４月　人事グループマネージャー

平成25年10月　経営情報室副参事（現任）

－

 

EDINET提出書類

リーダー電子株式会社(E02005)

有価証券報告書

21/66



６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、適正な利益を確保し、グローバル企業として永続的

な成長と発展に努力を重ね、当社の株主、顧客、社員及び地域社会等の全てに対し、社会的責任を果たしていくこと

であります。

イ．当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は次のとおりであります。

・取締役会

　当社の取締役会は、取締役４名（うち社外取締役１名）で構成しており、月１回の定時取締役会のほか、必

要に応じて臨時取締役会を開催するなど、迅速に経営判断のできる体制となっております。

・執行役員制度

　当社は平成15年より執行役員制度を導入し、迅速かつ効率的な業務執行に当たれる体制としております。

・業務報告会

　取締役と執行役員及び経営幹部で構成される月１回の業務報告会においては、各部門における業務執行状況

の報告と、さらに具体的な対策の決定、経営の基本方針及び中長期的な経営戦略の策定を行っております。

ロ．当社の業務執行・監視の仕組みの概要は、下図のとおりであります。

ハ．内部統制とリスク管理

　当社は、企業の成長と発展のため、適正な業務執行を行っていく基盤として、「内部統制基本方針」に基づい

て内部統制システムを構築し、運用しております。

　その目的は、財務報告の信頼性、業務の有効性及び効率性、事業活動に関わる法令等の遵守、資産の保全であ

ります。

　また、リスクの防止及び会社損失の最小化をはかるため、リスク管理規程に基づき、業務報告会においてリス

ク管理の全社的推進と情報の共有化を推進しております。

ニ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、当社グループ企業を管理するため、関係会社管理規程を定め、グループとしての協力体制の構築をは

かっております。

　また、事業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議を行い、適切な経営管理を行っております。連

結子会社に対しては、定期的に監査を実施して、業務の適性を確保する体制を整備しております。

②　内部監査及び監査役監査の状況

・監査役会

　当社の監査役会は、監査役３名で構成しており、うち１名が常勤監査役、２名が非常勤社外監査役でありま

す。

　監査役は取締役会、業務報告会ほか重要な会議に積極的に参加し、取締役、執行役員の業務執行を監視できる

体制となっております。

・業務監査室

　当社は業務監査室（２名）を設置し、遵法監査等、随時必要な内部監査を実施しております。
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　業務監査室監査、監査役監査及び会計監査は、相互に連携をとるため、監査計画及び監査状況等について報告

を受けるなど、定期的に情報の交換を行うとともに、内部統制部門から内部統制に係る報告を適宜受けておりま

す。

③　社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

　社外取締役長尾行造は、経営コンサルタントとしての幅広い経験と実績を当社の経営に反映していただくため、

当社の独立性を有する社外取締役として適任であります。

　社外監査役熱田稔敬は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、税理士としての専門的見地並びに経営

に関する高い見識を当社の監査に反映していただくため、当社の独立性を有する社外監査役として適任でありま

す。

　社外監査役松本浩一は、株式会社三広通信社の取締役社長であり、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当

社の監査に反映していただくため、当社の社外監査役として適任であります。株式会社三広通信社と当社との間に

広告等の取引関係があります。

　当社は、社外取締役が独立した立場から客観的・中立的な経営監視を行うため、監査機能を担う各監査役、内部

統制部門及び会計監査人と相互に連携をとるとともに、必要に応じて取締役会等において意見の表明等を行う体制

をとっております。

　また、社外監査役につきましては、監査役会において策定された監査計画及び役割分担に基づいて監査を行い、

業務監査室、内部統制部門及び会計監査人と情報・意見の交換を行うとともに、取締役会においても客観的かつ公

正な立場から意見の表明等を行う体制をとっております。

　当社は、社外取締役及び社外監査役の独立性に関する基準は設けておりませんが、その選任に当たっては、取締

役及び執行役員の職務執行について厳正な監視を行うことができうる、経営陣からの独立性を有する観点から選任

することとしております。

④　会計監査

　当社の会計監査人は、新日本有限責任監査法人であり、当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を

受けております。

　なお、当事業年度における会計監査の体制は以下のとおりです。

　業務を執行した公認会計士の氏名

　　指定有限責任社員　業務執行社員：千頭　力、伊藤 正広

　監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士　４名、その他　10名

⑤　役員報酬等

イ．当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役　　　　　　　（注） 20,640 20,640 － － － ３

監査役

（社外監査役を除く。）
11,760 11,760 － － － １

社外役員 3,240 3,240 － － － ２

（注）取締役の報酬等の額につきましては、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。

ロ．使用人兼務役員の使用人分給与

総額（千円） 対象となる役員の員数（人） 内容

18,480 ２ 各担当部門長としての給与であります。

ハ．役員報酬の決定方針

　当社の役員報酬の決定に際しては、同業他社及び同規模の企業と比較の上、当社の業績に見合った水準を設定

し、業績等に対する各取締役の貢献度に基づき報酬額を決定しております。

⑥　取締役の定数

　当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めております。

⑦　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

⑧　自己株式の取得の決定機関

　当社は、機動的な資本政策の遂行のため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取

引等により自己株式を取得することができる旨定款に定めております。
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⑨　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

⑩　中間配当の決定機関

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって

毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

⑪　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の取締役（取締役で

あった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任において免除することができる旨を定款

に定めております。これは、取締役及び監査役が、その期待される役割を十分に発揮できることを目的とするもの

であります。

⑫　取締役（業務執行取締役等である者を除く）及び監査役との責任限定契約

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等である者を除く）及び監査役との間

に、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めており、当該契約

に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。なお、社外取締役長尾行造、監査役大杉雅

一、社外監査役熱田稔敬、社外監査役松本浩一の各氏と責任限定契約を結んでおります。

⑬　株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的の投資株式

銘柄数　4銘柄

貸借対照表計上額の合計額　65,695千円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　　前事業年度

　　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

日本電計㈱ 118,877 107,702 企業間取引の強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 31,890 18,081 資金の安定的調達

㈱栄電子　　　　　　　　　　　　　　※ 20,000 3,600 企業間取引の強化

㈱エヌエフ回路設計ブロック　　　　　※ 1,000 680 友好関係維持のため

菊水電子工業㈱　　　　　　　　　　　※ 1,200 658 友好関係維持のため

（注）当該投資株式の銘柄が30に満たないため、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下である銘柄

（※印の銘柄）を含めて記載しております。

　　当事業年度

　　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

日本電計㈱ 22,098 36,108 企業間取引の強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 31,890 23,716 資金の安定的調達

協立電機㈱　　　　　　　　　　　　　※ 3,000 4,995 企業間取引の強化

㈱エヌエフ回路設計ブロック　　　　　※ 1,000 875 友好関係維持のため

（注）当該投資株式の銘柄が30に満たないため、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下である銘柄

（※印の銘柄）を含めて記載しております。

 

ハ．保有目的が純投資目的の投資株式

　該当事項はありません。

ニ．保有目的を変更した投資株式

　該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 18,000 － 17,700 －

連結子会社 － － － －

計 18,000 － 17,700 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、監査日数、提出会社の規模・業務の特性等の要素を勘案し決定

しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、新日

本有限責任監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、財務諸表を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、監

査法人等が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,915,193 1,815,596

受取手形及び売掛金 652,248 697,599

商品及び製品 193,229 150,536

仕掛品 85,832 9,788

原材料及び貯蔵品 184,812 151,140

前渡金 7,464 13,961

前払費用 26,719 21,702

繰延税金資産 － 793

未収還付法人税等 691 298

その他 5,305 80,519

貸倒引当金 △647 △741

流動資産合計 3,070,850 2,941,196

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 823,156 823,355

減価償却累計額 △278,262 △298,100

建物及び構築物（純額） 544,894 525,255

機械装置及び運搬具 25,494 13,317

減価償却累計額 △24,517 △10,117

機械装置及び運搬具（純額） 976 3,199

工具、器具及び備品 1,371,491 862,251

減価償却累計額 △1,336,617 △840,562

工具、器具及び備品（純額） 34,874 21,688

土地 12,420 12,420

リース資産 6,453 3,232

減価償却累計額 △5,331 △2,649

リース資産（純額） 1,122 583

建設仮勘定 1,792 140

有形固定資産合計 596,080 563,288

無形固定資産 69,720 51,919

投資その他の資産   

投資有価証券 ※ 151,165 77,495

長期貸付金 5,625 5,068

生命保険積立金 67,862 54,917

その他 11,785 13,105

貸倒引当金 △1,971 △1,971

投資その他の資産合計 234,466 148,615

固定資産合計 900,268 763,823

資産合計 3,971,118 3,705,019
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 108,881 145,890

リース債務 895 995

未払費用 62,537 29,743

未払法人税等 25,850 15,291

賞与引当金 9,700 26,128

その他 171,550 47,105

流動負債合計 379,414 265,155

固定負債   

リース債務 1,612 760

繰延税金負債 27,378 9,801

退職給付に係る負債 614,311 499,670

その他 14,420 14,420

固定負債合計 657,722 524,651

負債合計 1,037,136 789,807

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,163,233 1,163,233

資本剰余金 1,272,297 1,272,297

利益剰余金 657,044 824,619

自己株式 △33,392 △202,447

株主資本合計 3,059,183 3,057,703

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 51,405 14,336

為替換算調整勘定 △176,606 △156,827

その他の包括利益累計額合計 △125,201 △142,490

純資産合計 2,933,981 2,915,212

負債純資産合計 3,971,118 3,705,019
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 2,494,562 2,695,179

売上原価 ※１ 1,560,927 ※１ 1,441,043

売上総利益 933,634 1,254,136

販売費及び一般管理費   

販売促進費 58,069 38,401

広告宣伝費 19,900 14,556

給料 439,236 376,024

賞与 － 4,222

賞与引当金繰入額 3,733 13,647

退職給付費用 40,597 20,495

研究開発費 ※２ 435,842 ※２ 334,767

減価償却費 48,441 27,718

貸倒引当金繰入額 － 8

その他 457,735 370,593

販売費及び一般管理費合計 1,503,557 1,200,435

営業利益又は営業損失（△） △569,922 53,700

営業外収益   

受取利息 449 1,036

受取配当金 5,915 3,982

為替差益 4,915 16,187

受取家賃 3,151 －

助成金収入 10,661 4,251

貸倒引当金戻入額 7 －

その他 4,586 3,361

営業外収益合計 29,688 28,818

営業外費用   

支払利息 981 －

売上割引 641 1,034

保険解約損 2,789 1,196

その他 249 340

営業外費用合計 4,662 2,571

経常利益又は経常損失（△） △544,896 79,947

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 423,890 ※３ 3,703

投資有価証券売却益 20,857 168,918

特別利益合計 444,747 172,622

特別損失   

固定資産売却損 ※４ 33,700 ※４ 4,269

固定資産除却損 ※５ 2,945 ※５ 1,739

減損損失 ※６ 116,658 －

事業構造改善費用 ※７ 105,580 ※７ 55,939

特別損失合計 258,884 61,948

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
△359,033 190,622

法人税、住民税及び事業税 20,674 21,741

法人税等調整額 △2,887 1,306

法人税等合計 17,787 23,047

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△376,820 167,574

当期純利益又は当期純損失（△） △376,820 167,574
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△376,820 167,574

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △17,339 △37,068

為替換算調整勘定 46,059 19,779

その他の包括利益合計 ※ 28,719 ※ △17,289

包括利益 △348,101 150,285

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △348,101 150,285

少数株主に係る包括利益 － －

 

EDINET提出書類

リーダー電子株式会社(E02005)

有価証券報告書

30/66



③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,163,233 1,272,297 1,033,865 △33,157 3,436,238

当期変動額      

当期純損失（△）   △376,820  △376,820

自己株式の取得    △234 △234

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △376,820 △234 △377,055

当期末残高 1,163,233 1,272,297 657,044 △33,392 3,059,183

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 68,744 △222,665 △153,920 3,282,317

当期変動額     

当期純損失（△）    △376,820

自己株式の取得    △234

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△17,339 46,059 28,719 28,719

当期変動額合計 △17,339 46,059 28,719 △348,335

当期末残高 51,405 △176,606 △125,201 2,933,981
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,163,233 1,272,297 657,044 △33,392 3,059,183

当期変動額      

当期純利益   167,574  167,574

自己株式の取得    △169,055 △169,055

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 167,574 △169,055 △1,480

当期末残高 1,163,233 1,272,297 824,619 △202,447 3,057,703

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 51,405 △176,606 △125,201 2,933,981

当期変動額     

当期純利益    167,574

自己株式の取得    △169,055

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△37,068 19,779 △17,289 △17,289

当期変動額合計 △37,068 19,779 △17,289 △18,769

当期末残高 14,336 △156,827 △142,490 2,915,212
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
△359,033 190,622

減価償却費 101,231 64,456

減損損失 116,658 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △219,166 △114,640

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,700 16,428

貸倒引当金の増減額（△は減少） △60 8

受取利息及び受取配当金 △6,364 △5,018

支払利息 981 －

為替差損益（△は益） △1,087 △3,446

事業構造改善費用 105,580 55,939

投資有価証券売却損益（△は益） △20,857 △168,918

固定資産売却損益（△は益） △390,190 565

固定資産除却損 2,945 1,739

売上債権の増減額（△は増加） △55,949 △32,548

たな卸資産の増減額（△は増加） 398,075 160,560

仕入債務の増減額（△は減少） △138,933 23,620

その他の負債の増減額（△は減少） 22,356 △140,461

その他 △25,487 △65,193

小計 △459,600 △16,286

利息及び配当金の受取額 6,398 4,976

利息の支払額 △884 －

事業構造改善費用の支払額 △85,112 △78,857

法人税等の支払額 △6,921 △35,813

営業活動によるキャッシュ・フロー △546,120 △125,981

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △900,000 △50,009

定期預金の払戻による収入 240,000 300,000

有形固定資産の取得による支出 △23,028 △12,520

有形固定資産の売却による収入 1,331,369 4,029

無形固定資産の取得による支出 △7,311 △10,617

投資有価証券の取得による支出 △598 △33,194

投資有価証券の売却による収入 191,747 215,498

貸付けによる支出 △3,350 △52,520

貸付金の回収による収入 8,073 52,639

保険積立金の解約による収入 45,280 16,697

その他 △6,955 △7,513

投資活動によるキャッシュ・フロー 875,228 422,487

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △2,579 △943

長期借入金の返済による支出 △60,000 －

自己株式の取得による支出 △234 △169,055

財務活動によるキャッシュ・フロー △62,814 △169,998

現金及び現金同等物に係る換算差額 23,597 23,885

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 289,890 150,392

現金及び現金同等物の期首残高 205,302 495,193

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 495,193 ※ 645,586
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　2社

連結子会社の名称

　リーダー・インスツルメンツ・コーポレーション

　佳隆利宜達（北京）電子貿易有限公司

(2）非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称

　リーダー交易㈱

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金の持分額等が、連結総資産、連結売上高、連結

純損益及び利益剰余金等に比して小規模であり、また、全体としても連結財務諸表に重要な影響を与えないた

め、連結の範囲から除外しております。

　上記、非連結子会社は、平成27年１月30日付けで解散を決議し、当連結会計年度末現在、清算手続中でありま

したが、平成27年５月13日に清算結了いたしました。

２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社（リーダー交易㈱）については、当期純損益及び利益剰余金の持分額等が連結純損益及び利益剰余金

等に比して小規模であり、また、全体としても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法を適用せず、原価

法によって評価しております。

　上記、非連結子会社は、平成27年１月30日付けで解散を決議し、当連結会計年度末現在、清算手続中でありました

が、平成27年５月13日に清算結了いたしました。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、連結子会社の事業年度の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

・時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社は、定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法を採用しております。また、連結子会社は定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　　　　２～７年

工具、器具及び備品　　　　　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　当社グループは、従業員に支給する賞与に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。

③　役員賞与引当金

　当社は、役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度については、退職給付に係る期末

自己都合要支給額に基づいた金額を退職給付債務とし、企業年金制度については、直近の年金財政計算上の数

理債務に基づいた金額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限が到来する短期投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「保険配当金」は金額的重要性が乏しく

なったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「保険配当金」に表示していた154千

円は、「その他」として組み替えております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「保険配当金」

は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表

示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「保険配当金」に表示していた△154千円は、「その他」として組み替えております。

 

（退職給付関係）

　「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）の改正に伴

い、複数事業主制度に基づく退職給付に関する注記の表示方法を変更し、前連結会計年度の連結財務諸表の組替

えを行っております。

　なお、連結財務諸表の組替えの内容及び連結財務諸表の主な項目に係る前連結会計年度における金額は当該箇

所に記載しております。
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（連結貸借対照表関係）

※ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

投資有価証券（株式) 3,442千円 －千円

 

（連結損益計算書関係）

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　 △4,582千円 △18,816千円

 

※２．一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

一般管理費 435,842千円 334,767千円

 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物及び構築物 219,831千円 －千円

機械装置及び運搬具 16,405 －

工具、器具及び備品 1,307 3,703

土地 186,346 －

計 423,890 3,703

 

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物及び構築物 6,817千円 －千円

工具、器具及び備品 － 4,269

土地 26,883 －

計 33,700 4,269

 

※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物及び構築物 721千円 －千円

機械装置及び運搬具 3 442

工具、器具及び備品 2,219 1,296

計 2,945 1,739
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※６．減損損失

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

神奈川県横浜市 売却予定資産 建物及び構築物、土地 84,635千円

石川県金沢市 売却予定資産 土地 9,240

米国カリフォルニア州 事業用資産 建物及び構築物等 22,782

（減損損失の内訳）

 減損損失

建物及び構築物 18,619千円

土地 81,421

その他 16,617

（資産のグルーピングの方法）

　当社グループは、電気計測器の開発と製造、販売を行う単一の事業を行っており、事業用資産については、当社

及び連結子会社等の各社それぞれを１つの単位によりグルーピングを行い、売却予定資産については、個別物件単

位でグルーピングしております。

（経緯）

　事業用資産については、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスであり、売却予定資産については、当連結

会計年度において売却の意思決定を行ったため、各資産につき帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

　回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地及び建物等につきましては、処分見込価額に基づき評価

しております。

　なお、当該売却予定資産は平成25年11月29日及び平成25年12月18日に売却しております。

 

　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

※７．事業構造改善費用

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　事業構造改善費用の内容は、希望退職者募集に伴う割増退職金83,420千円、その他22,160千円であります。

 

　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　　事業構造改善費用の内容は、退職勧奨に伴う割増退職金51,537千円、その他4,402千円であります。

 

（連結包括利益計算書関係）

※その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △7,874千円 112,061千円

組替調整額 △20,857 △168,918

税効果調整前 △28,732 △56,857

税効果額 11,392 19,788

その他有価証券評価差額金 △17,339 △37,068

為替換算調整勘定：   

当期発生額 46,059 19,779

組替調整額 － －

為替換算調整勘定 46,059 19,779

その他の包括利益合計 28,719 △17,289

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）
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１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 4,191,801 － － 4,191,801

合計 4,191,801 － － 4,191,801

自己株式     

普通株式（注） 30,871 999 － 31,870

合計 30,871 999 － 31,870

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加999株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 4,191,801 － － 4,191,801

合計 4,191,801 － － 4,191,801

自己株式     

普通株式（注） 31,870 623,849 － 655,719

合計 31,870 623,849 － 655,719

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加623,849株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加623,000株、単

元未満株式の買取りによる増加849株であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 1,915,193千円 1,815,596千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,420,000 △1,170,009 

現金及び現金同等物 495,193 645,586 

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

　主として、電気計測器事業における開発設備等（「工具、器具及び備品」）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

　(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。

　なお、デリバティブ取引は行っておりません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、株式等であり市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

 ①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　受取手形及び売掛金にかかる顧客の信用リスクに関しては、取引先ごとに与信管理を徹底し、期日管理や

残高管理を行うことによって、リスク低減をはかっております。

 ②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券は株式等であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)２．参照）。

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）  

(1）現金及び預金 1,915,193 1,915,193 －  

(2）受取手形及び売掛金 652,248 652,248 －  

(3）投資有価証券     

その他有価証券 130,722 130,722 －  

　資産計 2,698,164 2,698,164 －  

支払手形及び買掛金 108,881 108,881 －  

　負債計 108,881 108,881 －  

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）  

(1）現金及び預金 1,815,596 1,815,596 －  

(2）受取手形及び売掛金 697,599 697,599 －  

(3）投資有価証券     

その他有価証券 65,695 65,695 －  

　資産計 2,578,890 2,578,890 －  

支払手形及び買掛金 145,890 145,890 －  

　負債計 145,890 145,890 －  
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（3）投資有価証券

　これらの時価は、市場価格等に基づいております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

非上場株式 20,442 11,800

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）投

資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

 

現金及び預金 1,914,029 － － －  

受取手形及び売掛金 652,248 － － －  

合計 2,566,277 － － －  

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
 (千円）

１年超
５年以内
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）

10年超
 (千円）

 

現金及び預金 1,813,236 － － －  

受取手形及び売掛金 697,599 － － －  

合計 2,513,195 － － －  
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４. 長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 895 984 465 161 － －

合計 895 984 465 161 － －

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 995 550 209 － － －

合計 995 550 209 － － －

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 130,722 52,707 78,014

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 130,722 52,707 78,014

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 130,722 52,707 78,014

　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　17,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 65,695 44,537 21,157

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 65,695 44,537 21,157

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 65,695 44,537 21,157

　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　11,800千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しております。

　確定給付企業年金制度（積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給して

おります。

　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給

しております。

　なお、当社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給

付費用を計算しております。

　また、当社は複数事業主制度の厚生年金基金制度「全国電子情報技術産業厚生年金基金」に加入しており、この

うち、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算できない制度につきましては、確定拠出制度と同様の会

計処理をしております。

　なお、一部海外子会社で採用していた確定拠出型の企業年金制度は2013年11月をもって廃止しております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 833,477千円 614,311千円

退職給付費用 35,395 10,552

退職給付の支払額 △223,346 △103,205

制度への拠出額 △31,214 △21,987

退職給付に係る負債の期末残高 614,311 499,670

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 521,097千円 474,027千円

年金資産 △297,689 △274,305

 223,408 199,722

非積立型制度の退職給付債務 390,902 299,948

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 614,311 499,670

   

退職給付に係る負債 614,311 499,670

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 614,311 499,670

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前連結会計年度　35,395千円 当連結会計年度　10,552千円
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３．確定拠出制度

　確定拠出制度（確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度を含む。）への要拠出

額は、前連結会計年度25,710千円、当連結会計年度16,569千円であります。

　要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

平成25年３月31日現在

当連結会計年度

平成26年３月31日現在

年金資産の額 213,151百万円 231,950百万円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額（注）
248,260 255,868

差引額 △35,108 △23,917

（注）前連結会計年度においては、「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目であります。

 

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社の割合

前連結会計年度　0.24％　　（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

当連結会計年度　0.18％　　（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

(3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前連結会計年度33,124百万円、当連結

会計年度31,536百万円）であります。

　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であります。

　なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付に係る負債 218,694千円  160,893千円

長期未払金 5,133  4,643

会員権評価損 5,767  5,216

減損損失 7,789  6,499
未実現利益 1,847  793
賞与引当金 3,453  8,340
たな卸資産 17,805  12,495
投資有価証券評価損 2,007  －
減価償却費 2,982  1,156
税務上の繰越欠損金 1,544,503  1,411,588
未払事業税 955  1,556

その他 3,403  3,229

小計 1,814,344  1,616,414

評価性引当額 △1,814,344  △1,615,620

繰延税金資産合計 －  793
繰延税金負債    
その他有価証券評価差額金 △26,609  △6,821

減価償却費 △769  △1,518

在外子会社の留保利益 －  △1,461

繰延税金負債合計 △27,378  △9,801

繰延税金負債の純額 △27,378  △9,007

 （注）　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 －千円  793千円
固定負債－繰延税金負債 △27,378  △9,801

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 －％  35.6％
（調整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目 －  0.3
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －  △0.4
住民税均等割等 －  3.2
評価性引当額の増減 －  △24.7
在外子会社の適用税率差異 －  △3.2
在外子会社の留保利益 －  0.8
その他 －  0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  12.1

(注)　前連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成
27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等
の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効
税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％
に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.2％となります。
　なお、上記変更による連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。

（賃貸等不動産関係）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成26年４月

１日 至　平成27年３月31日）

　当社グループの事業は電気計測器の開発と製造、販売を行う単一のセグメントであるため、記載を省略

しております。

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 ビデオ関連機器 電波関連機器 その他 合計

外部顧客への売上高 1,769,653 279,322 445,586 2,494,562

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）
 

日本 北米・中南米 アジア その他 合計

1,588,952 490,863 337,441 77,304 2,494,562

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 ビデオ関連機器 電波関連機器 その他 合計

外部顧客への売上高 2,286,748 184,129 224,301 2,695,179

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）
 

日本 北米・中南米 アジア その他 合計

1,520,039 683,222 416,257 75,660 2,695,179

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を

省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）

　当社グループの事業は電気計測器の開発と製造、販売を行う単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。

当連結会計年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等

株式会社
三広通信社
（注）２

 東京都
千代田区

10,000
広告取次
業務

－
経費取引

役員の兼任

広告掲載料
（注）３

10,257 未払金 968

 

　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等

株式会社
三広通信社
（注）２

 東京都
千代田区

10,000
広告取次
業務

－
経費取引

役員の兼任

広告掲載料
（注）３

6,124 未払金 －

役員及びそ

の近親者、

主要株主

大松　道子 － － － － －
自己株式の
取得

（注）４
168,833 － －

　（注）１．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　２．当社社外監査役松本浩一及びその近親者が議決権の過半数を直接保有しております。

　３．取引条件及び取引条件の決定方針等

価格等は一般的取引条件によっております。

　４．取引条件及び取引条件の決定方針等

平成26年８月21日開催の取締役会決議にもとづき、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-

3）を利用し、平成26年８月21日の株価終値（最終特別気配を含む）271円にて、623,000株を取得しており

ます。

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 705円30銭 824円42銭

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）
△　90円57銭 44円32銭

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（千円）
△　376,820 167,574

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損

失金額（△）（千円）
△　376,820 167,574

期中平均株式数（千株） 4,160 3,780

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 895 995 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,612 760 － 平成28～29年

その他有利子負債 － － － －

合計 2,508 1,756 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

リース債務 550 209 － －

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 492,226 1,197,507 1,838,517 2,695,179

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額又は税金等調整前

四半期純損失金額（千円）

△56,873 94,577 78,967 190,622

四半期（当期）純利益金額又

は四半期純損失金額（千円）
△58,917 82,123 64,171 167,574

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（円）

△14.16 20.41 16.62 44.32

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△14.16 36.27 △5.08 29.24
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,751,329 1,709,078

受取手形 61,174 95,138

売掛金 584,482 589,586

商品及び製品 136,996 86,019

仕掛品 85,832 9,788

原材料及び貯蔵品 184,812 151,140

その他 19,833 102,412

貸倒引当金 △65 △76

流動資産合計 2,824,396 2,743,088

固定資産   

有形固定資産   

建物 536,181 517,879

土地 12,420 12,420

リース資産 1,122 583

その他 46,234 28,543

有形固定資産合計 595,959 559,427

無形固定資産   

無形固定資産合計 69,720 51,919

投資その他の資産   

投資有価証券 147,722 77,495

関係会社株式 80,531 77,089

関係会社出資金 25,804 25,804

生命保険積立金 67,862 54,917

その他 15,307 15,178

貸倒引当金 △1,971 △1,971

投資その他の資産合計 335,257 248,513

固定資産合計 1,000,937 859,859

資産合計 3,825,334 3,602,948
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 38,115 －

買掛金 51,872 165,299

リース債務 565 565

未払費用 29,948 22,605

賞与引当金 9,700 25,274

その他 147,723 57,115

流動負債合計 277,925 270,861

固定負債   

リース債務 612 47

退職給付引当金 614,311 499,670

繰延税金負債 26,609 6,821

その他 14,420 14,420

固定負債合計 655,953 520,958

負債合計 933,879 791,819

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,163,233 1,163,233

資本剰余金   

資本準備金 1,272,297 1,272,297

資本剰余金合計 1,272,297 1,272,297

利益剰余金   

利益準備金 63,961 63,961

その他利益剰余金   

別途積立金 3,000,000 3,000,000

繰越利益剰余金 △2,626,049 △2,500,252

利益剰余金合計 437,911 563,708

自己株式 △33,392 △202,447

株主資本合計 2,840,049 2,796,792

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 51,405 14,336

評価・換算差額等合計 51,405 14,336

純資産合計 2,891,454 2,811,128

負債純資産合計 3,825,334 3,602,948
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 ※１ 2,089,830 ※１ 2,005,383

売上原価 1,379,583 1,088,355

売上総利益 710,246 917,028

販売費及び一般管理費 ※２ 1,220,381 ※２ 911,950

営業利益又は営業損失（△） △510,134 5,077

営業外収益 28,296 21,019

営業外費用 4,075 2,255

経常利益又は経常損失（△） △485,913 23,841

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 423,014 ※３ 1,539

投資有価証券売却益 20,857 168,918

特別利益合計 443,872 170,458

特別損失   

固定資産売却損 ※４ 33,700 ※４ 4,269

固定資産除却損 ※５ 2,945 ※５ 1,739

関係会社株式評価損 ※６ 250,752 －

減損損失 93,875 －

事業構造改善費用 ※７ 105,580 ※７ 55,939

特別損失合計 486,854 61,948

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △528,896 132,351

法人税、住民税及び事業税 5,729 6,554

法人税等合計 5,729 6,554

当期純利益又は当期純損失（△） △534,625 125,797
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  546,728 57.3 233,105 47.0

Ⅱ　労務費  136,068 14.3 55,319 11.2

Ⅲ　経費 ※１ 271,461 28.4 206,860 41.8

当期総製造費用  954,259 100.0 495,285 100.0

期首仕掛品たな卸高  243,125  85,832  

合計  1,197,384  581,118  

他勘定振替高 ※２ 70,731  7,062  

期末仕掛品たな卸高  85,832  9,788  

当期製品製造原価  1,040,820  564,266  

      

原価計算の方法

　実際原価による個別原価計算制度を採用しております。

 （注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

外注加工費（千円） 171,477 114,723

 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

工具、器具及び備品（千円） 366 －

売上原価（千円） 52,714 －

販売費及び一般管理費（千円） 17,650 492

有償支給（千円） － 6,569

合計（千円） 70,731 7,062
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,163,233 1,272,297 1,272,297 63,961 3,000,000 △2,091,424 972,537 △33,157 3,374,909

当期変動額          

当期純損失（△）      △534,625 △534,625  △534,625

自己株式の取得        △234 △234

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

         

当期変動額合計 － － － － － △534,625 △534,625 △234 △534,860

当期末残高 1,163,233 1,272,297 1,272,297 63,961 3,000,000 △2,626,049 437,911 △33,392 2,840,049

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 68,744 68,744 3,443,654

当期変動額    

当期純損失（△）   △534,625

自己株式の取得   △234

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

△17,339 △17,339 △17,339

当期変動額合計 △17,339 △17,339 △552,199

当期末残高 51,405 51,405 2,891,454
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当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

        (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 1,163,233 1,272,297 1,272,297 63,961 3,000,000 △2,626,049 437,911 △33,392 2,840,049

当期変動額          

当期純利益      125,797 125,797  125,797

自己株式の取得        △169,055 △169,055

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

         

当期変動額合計 － － － － － 125,797 125,797 △169,055 △43,257

当期末残高 1,163,233 1,272,297 1,272,297 63,961 3,000,000 △2,500,252 563,708 △202,447 2,796,792

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 51,405 51,405 2,891,454

当期変動額    

当期純利益   125,797

自己株式の取得   △169,055

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

△37,068 △37,068 △37,068

当期変動額合計 △37,068 △37,068 △80,326

当期末残高 14,336 14,336 2,811,128
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

　関係会社株式及び関係会社出資金　　　移動平均法による原価法を採用しております。

　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

時価のないもの　　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

(2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　製品、原材料、仕掛品　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。

　補助材料　　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～50年

構築物　　　　　　　　７～20年

機械及び装置　　　　　　　７年

工具、器具及び備品　　２～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表関係）

　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

短期金銭債権 82,438千円 103,214千円

短期金銭債務 928 1,591

 

（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

営業取引による取引高   

売上高 338,819千円 379,595千円

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度12％、当事業年度11％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度88％、当事業年度89％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

給料 323,337千円 265,169千円

賞与引当金繰入額 3,733 13,647

退職給付費用 37,519 16,005

貸倒引当金繰入額 15 10

減価償却費 48,424 27,181

研究開発費 435,842 334,767

 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物 219,831千円 －千円

機械及び装置 15,529 －

工具、器具及び備品 1,307 1,539

土地 186,346 －

計 423,014 1,539

 

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物 6,817千円 －千円

工具、器具及び備品 － 4,269

土地 26,883 －

計 33,700 4,269
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※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物 101千円 －千円

構築物 619 －

機械及び装置 3 442

工具、器具及び備品 2,219 1,296

計 2,945 1,739

 

※６．関係会社株式評価損

　当社は、前事業年度において、当社の連結子会社であるリーダー・インスツルメンツ・コーポレーションの株式につ

いて、同社の経営成績及び財政状態の悪化により、その実質価値が低下したため、減損処理を実施し、関係会社株式評

価損250,752千円を計上しております。

 

※７．事業構造改善費用

　前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

事業構造改善費用の内容は、希望退職者募集に伴う割増退職金83,420千円、その他22,160千円であります。

 

　当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

事業構造改善費用の内容は、退職勧奨に伴う割増退職金51,537千円、その他4,402千円であります。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成26年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式80,531千円、子会社出資金25,804千円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式77,089千円、子会社出資金25,804千円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産    

退職給付引当金 218,694千円  160,893千円

長期未払金 5,133  4,643

会員権評価損 5,767  5,216

減損損失 1,420  1,243

関係会社株式評価損 89,267  80,742

賞与引当金 3,453  8,340

たな卸資産 16,281  10,773

投資有価証券評価損 2,007  －

減価償却費 2,982  1,156

税務上の繰越欠損金 1,482,491  1,338,044

未払事業税 896  1,489

その他 2,666  2,386

小計 1,831,062  1,614,930

評価性引当額 1,831,062  1,614,930

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △26,609  △6,821

繰延税金負債合計 △26,609  △6,821

繰延税金負債の純額 △26,609  △6,821

 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
 

当事業年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 －％  35.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 －  0.4

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －  △0.5

住民税均等割等 －  4.5

評価性引当額の増減 －  △34.7

その他 －  △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  5.0

(注)　前事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引

下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％に、平成

28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.2％となります。

　なお、上記変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区　分 資産の種類
当期首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残　高

減価償却
累計額

有形固定

資産
建物 536,181 198 － 18,500 517,879 264,668

土地 12,420 － － － 12,420 －

リース資産 1,122 － － 538 583 2,649

その他 46,234 7,406 8,315 16,782 28,543 883,556

計 595,959 7,605 8,315 35,822 559,427 1,150,873

無形固定

資産
無形固定資産 69,720 10,297 － 28,098 51,919 －

計 69,720 10,297 － 28,098 51,919 －

 

【引当金明細表】

（単位：千円）
 

科　目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 2,037 76 66 2,047

賞与引当金 9,700 25,274 9,700 25,274

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所 （特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 （特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 　　　　　　　──────

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ　　http://www.leader.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

EDINET提出書類

リーダー電子株式会社(E02005)

有価証券報告書

61/66



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第60期）（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月30日関東財務局長に提出

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　平成26年６月30日関東財務局長に提出

 

(3）四半期報告書及び確認書

　（第61期第１四半期）（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）平成26年８月４日関東財務局長に提出

　（第61期第２四半期）（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）平成26年11月13日関東財務局長に提出

　（第61期第３四半期）（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）平成27年２月12日関東財務局長に提出

 

(4）臨時報告書

　平成26年７月２日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総

会における議決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。

　平成26年８月28日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の

主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。

　平成26年10月１日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号

（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与えると見込まれる事象）の規定に基づ

く臨時報告書であります。

 

(5）自己株券買付状況報告書

　報告期間（自　平成26年８月１日　至　平成26年８月31日）平成26年９月11日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 平成27年６月26日

リ ー ダ ー 電 子 株 式 会 社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千　頭　　　力

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　藤　正　広

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるリーダー電子株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リー

ダー電子株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、リーダー電子株式会社の平成

27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、リーダー電子株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 
　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 平成27年６月26日

リ ー ダ ー 電 子 株 式 会 社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千　頭　　　力

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　藤　正　広

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるリーダー電子株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、リーダー

電子株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
 
　（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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